
■問　行政課財政係　☎（95）9869
市では年２回、市の財政状況を公表しています。これは皆さんの貴

重な税金がどのくらい集まり、どのように使われているかを明らかに
するものです。数値は、９月30日現在のものです。なお、万円未満四
捨五入のため、合計などが一致しないことがあります。

歳入

企　業　会　計

特　別　会　計

一　般　会　計
歳出

市債の状況 市有財産の状況

一般会計市税収入状況

一般会計予算額　410億4,879万円

財政状況を
公表します
財政状況を
公表します

令和２年度上半期の

248億3,319万円　執行率　60.5％ 218億4,558万円　執行率　53.2％

市 税
予算現額

県 支 出 金

国庫支出金
169億870万円

繰 越 金

111億6,465万円（66.0%）
収入済額（執行率）

そ の ほ か
寄 附 金

予算現額
総 務 費
民 生 費
衛 生 費

121億6,903万円

土 木 費
教 育 費

支出済額（執行率）
92億326万円（75.6%）

113億8,039万円 86億574万円（75.6%） 107億6,465万円 47億50万円（43.7%）
23億6,883万円 23億6,883万円（100.0%） 50億806万円 22億7,069万円（45.3%）
21億2,556万円 ２億6,810万円（12.6%） 46億9,004万円 24億623万円（51.3%）

21億円 ６億4,296万円（30.6%） 39億1,886万円 12億5,315万円（32.0%）
61億6,530万円 17億8,291万円（28.9%） 44億9,815万円 20億1,175万円（44.7%）そのほか

５億7,709万円

区分 水道事業
執行済額予算現額

70億2,504万円15億4,171万円 34億4,287万円
４億1,631万円 80億2,546万円14億209万円 29億9,997万円

2,705万円 20億1,914万円２億671万円 ３億9,388万円
6,410万円 14億3,026万円12億144万円 ３億8,391万円

予算現額 執行済額
収益的収入

病院事業

27億3,882万円 21億4,248万円
26億4,879万円 ４億2,046万円
30億6,409万円 １億3,627万円
44億2,220万円 ７億6,828万円

予算現額 執行済額
下水道事業

資本的収入
収益的支出

資本的支出

項目
市 　 民 　 税
固 定 資 産 税
軽 自 動 車 税

予算現額
61億9,930万円 35億8,400万円
88億9,640万円 63億6,479万円
１億9,430万円 １億9,068万円
４億6,500万円 ２億2,285万円
11億5,370万円 ８億233万円

収入済額

市 た ば こ 税
都 市 計 画 税

下 水 道 事 業
病 院 事 業

区分

水 道 事 業
一 般 会 計

現在高
88億6,152万円

有 価 証 券
建物（延べ面積）

基 金

土 地 1,297,484㎡
237,511㎡
274,282株

73億8,556万円
3,895万円

20億63万円
138億3,032万円

53億8,022万円
介護保険国民健康保険 訪問看護事業

65億357万円 4,101万円
区分 後期高齢者医療保険

10億330万円
24億6,526万円25億7,777万円 6,660万円 ３億3,451万円
20億4,935万円22億7,444万円 1,130万円 １億7,769万円支 出 済 額

予 算 現 額
収 入 済 額
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一般行政職員の級別職員数の状況（４月１日現在）

職員給与費の状況（令和元年度普通会計決算）

人件費の状況（令和元年度普通会計決算）
職員の給与の状況

職員数　　　 （単位：人）令和元年度における職員の任免の状況 （単位：人）
職員数、職員の任免に関する状況（４月１日現在）

※職員手当のうち、退職手当は除いています。

※小数点以下第２位は四捨五入のため、合計などが一致しないことがあります。

職員の初任給・学歴別・経験年数別平均給料月額（４月１日現在）

一般行政職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（４月１日現在）

■問　秘書情報課人事係　☎（96）9862
市職員の任用や給与などの状況を明らかにするために公表します。
なお、詳細は市ホームページで閲覧できます。

市人事行政の
運営状況
市人事行政の
運営状況

課長
課長補佐 40人

34人

部長 0.3%

11.8%

2.7%

10.0%

39人

主事
13人
50人

主査・主任４級
構成比 職位 職員数

98人

区分

339人 99.9%計
3.8%
14.7%

職員数 構成比

28.9%
11.5%９級

８級

区分

７級

職位

55人 16.2%
６級

係長５級

９人
１人 ３級

１級
２級

初任給

大卒

区分

188,700円

採用２年経過日
給料額
207,800円

職員数（Ａ）
給与費

計（Ｂ）
690,402千円 2,790,153千円

職員手当 期末・勤勉手当給料
473,233千円1,626,518千円

3,774千円
6,200千円

１人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）

33,969千円（うち再任用）９人
450人

23,509千円 5,488千円 4,972千円

農業委員会
計

議会
監査委員

教育委員会

区分
任命権者

水道事業

市長部局
（市民病院医療職含む）

106

904

職員数

12

773

３
４
６

選考試験競争試験

34 10９ 4143

１

０ ０ ０

３

０

０
０

０

０
０
０

２
１
３

００
５

０
００

０

０ ０ ０
０

０4612 58
０

38 47９

退職

51

計

０

７
０

０
０

計

そのほか 死亡定年など

０

計

０

０
０

区分
任命権者

教育委員会
議会
監査委員

市長部局
（市民病院医療職含む）

農業委員会

水道事業

採用

経験年数10年

263,300円

312,595円 429,440円 41歳７か月
平均給与月額平均給料月額 平均年齢 ※平均給料月額とは、基本給の平均です。

平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶
養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な
どの諸手当の額を合計したものです。

歳出額
（Ａ） 実質収支 人件費

（Ｂ）
人件費率
（Ｂ／Ａ）

29,201,283千円 13.1%

平成30年度
人件費率

13.0％3,799,674千円2,421,605千円
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勤務時間の状況（４月１日現在）

※変則勤務職場などを除く一般的な職場の状況です。

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

勤務条件に関する措置の要求の状況
公平委員会の業務の状況（令和元年度）

不利益処分に関する不服申立ての状況

地方公務員法に定められた市職員としての義務を
周知徹底するため、新規採用職員研修を始め各種研
修などにおいて、服務制度に係る研修を実施しまし
た。

職員の服務の状況

研修の状況
市職員研修計画に基づき、一般研修、特別研修、

派遣研修を実施しました。
勤務成績の評定の概要
市職員人事評価実施規程に基づき、全職員を対象

に人事評価を実施しました。

職員の研修および勤務成績の評定の状況
（令和元年度）

職員互助会

安全衛生管理体制
職員の安全の確保および健康の保持増進を図ると
ともに、快適な職場環境の形成を促進するために、
碧南市職員安全衛生管理規程の定めるところにより、
総括安全衛生管理者を組織の長とする安全衛生管理
体制を整備しています。
機関として安全衛生委員会を設置し、職員の安全
衛生に関する基本的対策について、調査審議をして
います。また、産業医、安全衛生推進者を設置し、
総括安全衛生管理者の指揮のもとに安全衛生に係る
業務を行っています。

共済組合負担金
職員の福祉及び利益の保護の状況（令和元年度）

職員の分限・懲戒処分の状況（令和元年度）

この先30年間引き続き農業が営まれる農地などに
ついて、新たに生産緑地地区の追加指定を予定して
います。
※特定生産緑地の手続きとは異なります
■　生産緑地地区とは
市街化区域内にある農地などで公害または災害の

防止、農林漁業と調和した都市環境の保全など、良
好な生活環境の形成に役立つ農地などを計画的に保
全するための制度であり、永続的に農業の継続が可
能と認められるものについて、土地所有者等利害関
係人の同意を得たうえで指定しています。
■　生産緑地地区の行為制限
農地として30年間の適正な管理が義務付けられま

す。また、建築や造成などの行為ができません。
■　税制上の特別措置
市街化調整区域の農地並の課税になります。また、

相続税の納税猶予の適用を受けられます。

■問　都市計画課管理係　☎（95）9904
■　追加指定の主な要件
・新たに指定される一団の農地などが公道（原則幅
員４ｍ以上）に面しており、その面積が300㎡以上
であること。また、自らが所有する生産緑地に接
する農地で、その生産緑地と一団を形成し、その
合計面積が300㎡以上であること。

・用排水そのほかの状況を勘案して、農林漁業の継
続が可能な条件を備えていると認められる土地で
あること。
・30年間、農地として適正な維持管理が可能である
と認められること。
※令和４年12月に指定（予定）してから30年間
・生産緑地地区を指定することについて、当該農地
などの土地の所有者その他利害関係を有する者の
同意を得ていること。
申込み　６月～令和４年３月（予定）
※指定を希望する場合は問い合わせてください。

新たな生産緑地を募集します

執行額
1,139,330,212円

１人当たりの負担金
1,285,925円

公費負担額
6,043,803円

会員数
886人

当年度中
取り扱い件数

0

当年度中
終了件数
0

次年度への
繰り越し件数

0

当年度中
取り扱い件数

当年度中
終了件数

0

次年度への
繰り越し件数

0 0

正規の勤務時間
7.75時間

終了時刻開始時刻
8時30分 12時～13時

休憩時間
17時15分

職員の分限処分の状況
４件

職員の懲戒処分の状況
０件

7

そのほかの手当

※退職手当の１人当たりの平均支給額は、令和元
年度に退職した全職種に係る職員に支給された
平均額です。

※特定幹部職員とは、部長・課長相当職の職員です。

職員手当の支給状況

特別職の報酬などの状況

503,000円

822,000円

月額

６月期1.700か月
12月期1.700か月
計3.4か月

543,000円
副議長

市長
副市長
議長

1,003,000円 20％の役職加算と
25％の特別加算あり

45％の特別加算あり

期末手当

448,000円
報酬

給料

議員

給料

住居手当

通勤手当

区分

扶養手当

借家借間住居者：16,000円を超える家賃の額に応じて、最高28,000円／月まで支給
自動車など使用者：距離区分に応じて最高31,600円／月まで支給
公共交通機関利用者：運賃相当額（最高55,000円／月）

内容
配偶者6,500円、子10,000円、父母など6,500円
子が特定扶養（16～22歳）の場合、1人につき5,000円を加算

支給対象職員１人当たり平均支給年額
（医療職除く）

特殊勤務手当（令和元年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合
（医療職除く）

支給額の多い手当

７種

30,446円

16.2%

特殊業務手当、
診療手当

特殊業務手当、
診療手当

代表的な
手当の名称 多くの職員に支給されて

いる手当

手当の種類（手当数）

勤続20年
最高限度

勤続35年

区分

勤続25年

そのほか加算

自己都合

39.7575か月分

47.709か月分

退職手当

28.0395か月分
19.6695か月分

勧奨・定年
47.709か月分

24.586875か月分
33.27075か月分

令和元年度退職手当支給割合

令和元年度
１人当たりの
平均支給額

47.709か月分
定年前早期退職特例措置
（２～45％加算）

職員１人当たり支給年額
支給総額

456千円
315,533千円

時間外手当（令和元年度決算）

1.150か月
1.150か月
2.300か月

特定幹部
職 員

2.600か月

特定幹部
職員以外

2.200か月

1.300か月

特定幹部
職 員
1.100か月
1.100か月

期末手当

1.300か月
0.950か月

特定幹部
職員以外

0.950か月
1.900か月

勤勉手当
期末・勤勉手当

６月

区分

12月

職制上の段階、職務の級などによる加算措置　５～20%
計
加算

1,319千円 20,336千円

支給対象職員１人当たり
平均支給月額

支給率

26,656円

支給対象職員

地域手当（令和元年度決算）

913人
8.0%
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勤務時間の状況（４月１日現在）

※変則勤務職場などを除く一般的な職場の状況です。

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

勤務条件に関する措置の要求の状況
公平委員会の業務の状況（令和元年度）

不利益処分に関する不服申立ての状況

地方公務員法に定められた市職員としての義務を
周知徹底するため、新規採用職員研修を始め各種研
修などにおいて、服務制度に係る研修を実施しまし
た。

職員の服務の状況

研修の状況
市職員研修計画に基づき、一般研修、特別研修、
派遣研修を実施しました。
勤務成績の評定の概要
市職員人事評価実施規程に基づき、全職員を対象
に人事評価を実施しました。

職員の研修および勤務成績の評定の状況
（令和元年度）

職員互助会

安全衛生管理体制
職員の安全の確保および健康の保持増進を図ると
ともに、快適な職場環境の形成を促進するために、
碧南市職員安全衛生管理規程の定めるところにより、
総括安全衛生管理者を組織の長とする安全衛生管理
体制を整備しています。
機関として安全衛生委員会を設置し、職員の安全
衛生に関する基本的対策について、調査審議をして
います。また、産業医、安全衛生推進者を設置し、
総括安全衛生管理者の指揮のもとに安全衛生に係る
業務を行っています。

共済組合負担金
職員の福祉及び利益の保護の状況（令和元年度）

職員の分限・懲戒処分の状況（令和元年度）

この先30年間引き続き農業が営まれる農地などに
ついて、新たに生産緑地地区の追加指定を予定して
います。
※特定生産緑地の手続きとは異なります
■　生産緑地地区とは
市街化区域内にある農地などで公害または災害の
防止、農林漁業と調和した都市環境の保全など、良
好な生活環境の形成に役立つ農地などを計画的に保
全するための制度であり、永続的に農業の継続が可
能と認められるものについて、土地所有者等利害関
係人の同意を得たうえで指定しています。
■　生産緑地地区の行為制限
農地として30年間の適正な管理が義務付けられま

す。また、建築や造成などの行為ができません。
■　税制上の特別措置
市街化調整区域の農地並の課税になります。また、
相続税の納税猶予の適用を受けられます。

■問　都市計画課管理係　☎（95）9904
■　追加指定の主な要件
・新たに指定される一団の農地などが公道（原則幅
員４ｍ以上）に面しており、その面積が300㎡以上
であること。また、自らが所有する生産緑地に接
する農地で、その生産緑地と一団を形成し、その
合計面積が300㎡以上であること。

・用排水そのほかの状況を勘案して、農林漁業の継
続が可能な条件を備えていると認められる土地で
あること。
・30年間、農地として適正な維持管理が可能である
と認められること。
※令和４年12月に指定（予定）してから30年間
・生産緑地地区を指定することについて、当該農地
などの土地の所有者その他利害関係を有する者の
同意を得ていること。
申込み　６月～令和４年３月（予定）
※指定を希望する場合は問い合わせてください。

新たな生産緑地を募集します

執行額
1,139,330,212円

１人当たりの負担金
1,285,925円

公費負担額
6,043,803円

会員数
886人

当年度中
取り扱い件数

0

当年度中
終了件数
0

次年度への
繰り越し件数

0

当年度中
取り扱い件数

当年度中
終了件数

0

次年度への
繰り越し件数

0 0

正規の勤務時間
7.75時間

終了時刻開始時刻
8時30分 12時～13時

休憩時間
17時15分

職員の分限処分の状況
４件

職員の懲戒処分の状況
０件
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そのほかの手当

※退職手当の１人当たりの平均支給額は、令和元
年度に退職した全職種に係る職員に支給された
平均額です。

※特定幹部職員とは、部長・課長相当職の職員です。

職員手当の支給状況

特別職の報酬などの状況

503,000円

822,000円

月額

６月期1.700か月
12月期1.700か月
計3.4か月

543,000円
副議長

市長
副市長
議長

1,003,000円 20％の役職加算と
25％の特別加算あり

45％の特別加算あり

期末手当

448,000円
報酬

給料

議員

給料

住居手当

通勤手当

区分

扶養手当

借家借間住居者：16,000円を超える家賃の額に応じて、最高28,000円／月まで支給
自動車など使用者：距離区分に応じて最高31,600円／月まで支給
公共交通機関利用者：運賃相当額（最高55,000円／月）

内容
配偶者6,500円、子10,000円、父母など6,500円
子が特定扶養（16～22歳）の場合、1人につき5,000円を加算

支給対象職員１人当たり平均支給年額
（医療職除く）

特殊勤務手当（令和元年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合
（医療職除く）

支給額の多い手当

７種

30,446円

16.2%

特殊業務手当、
診療手当

特殊業務手当、
診療手当

代表的な
手当の名称 多くの職員に支給されて

いる手当

手当の種類（手当数）

勤続20年
最高限度

勤続35年

区分

勤続25年

そのほか加算

自己都合

39.7575か月分

47.709か月分

退職手当

28.0395か月分
19.6695か月分

勧奨・定年
47.709か月分

24.586875か月分
33.27075か月分

令和元年度退職手当支給割合

令和元年度
１人当たりの
平均支給額

47.709か月分
定年前早期退職特例措置
（２～45％加算）

職員１人当たり支給年額
支給総額

456千円
315,533千円

時間外手当（令和元年度決算）

1.150か月
1.150か月
2.300か月

特定幹部
職 員

2.600か月

特定幹部
職員以外

2.200か月

1.300か月

特定幹部
職 員
1.100か月
1.100か月

期末手当

1.300か月
0.950か月

特定幹部
職員以外

0.950か月
1.900か月

勤勉手当
期末・勤勉手当

６月

区分

12月

職制上の段階、職務の級などによる加算措置　５～20%
計
加算

1,319千円 20,336千円

支給対象職員１人当たり
平均支給月額

支給率

26,656円

支給対象職員

地域手当（令和元年度決算）

913人
8.0%
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